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2025 年 9 月 20 日（土）～21 日（日） 椙山女学園大学（名古屋市） 

第 41 回全国大会テーマ：「学校と金融経済教育 

―金融経済教育推進機構発足で学校教育の現場はどう変わったか―」

 
日本経済教育学会第 41 回全国大会を 2025 年 9 月 20 日（土）～9 月

21 日（日）に、椙山女学園大学星が丘キャンパスで開催させて頂きま

す。愛知県での開催は 2019 年 9 月の第 35 回全国大会（名古屋経済大

学）以来 6 年ぶり、椙山女学園大学での開催は 2011 年 9 月の第 27 回

全国大会以来 14 年ぶりです。 
この間に日本の金融経済教育を取り巻く環境は大きく変化しまし

た。2024 年には金融経済教育推進機構（J-FLEC）が設立され、金融経

済教育は国を挙げて積極的に取り組むべき課題と位置付けられまし

た。今回の全国大会では、金融経済教育推進機構の設立から 1 年を迎

えて、初等中等（小中高）学校教育の現場ではどのように金融経済教

育が取り組まれているか、それを高等（大学）教育でどのように発展

させていくべきか考えることを全体テーマとしています。 
9 月 20 日は全体テーマに関するシンポジウム等を開催します。金融経済教育推進機構、学校教育

の現場における経験豊富な教員と研究者、海外の教育研究者を交えてパネルディスカッションを行

います。9 月 21 日は分科会を開催します。今回は大学生・大学院生による分科会は別枠とし、若年

層の金融経済教育への興味関心を高め、さらなる発展を目指します。 
金融経済教育は「貯蓄から投資へ」という流れの中で民間企業による投資のノウハウを教えるセ

ミナーなどが増えていますが、家庭における金融リテラシーの格差が大きいことから、それを是正

するためには学校での教育が不可欠です。学校教育において正しい金融リテラシーを身につけ、実

際に使える能力である金融ケイパビリティを高めることで経済的な幸福である金融ウェルビーイン

グを実現することがシティズンシップ教育としての金融経済教育の重要な役割と考えます。 
今回の全国大会が日本の金融経済教育の発展に大いに貢献できるように、是非、多くの方にご参

加頂けますよう、よろしくお願い致します。 
 

第 41 回全国大会実行委員会委員長 水野英雄 

                    2025. May. No.43 
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シンポジウムに関しては会員以外の方もご参加頂けます。（無料） 

 
プログラム(案) 
第 1 日目  9 月 20 日 土曜日 ※時間は暫定です。 
10:30-12:00  理事会  
12:30-     受付開始    
13:00-16:40  開会挨拶・シンポジウム（シンポジウムに関しては会員以外の方もご参加頂けま

す。） 
16:40-16:50  休憩 
16:50-17:30  学会総会・学会賞表彰式 
17:30-17:40  休憩・移動 
17:40-19:00  懇親会  
 
第 2 日目  9 月 21 日 日曜日 ※ 暫定時間です 
9:00-     受付開始 
9:30-12:00  分科会報告 
12:00-13:00  理事会  
13:00-15:30  分科会報告  
 

9 月 21 日（日）は午前、午後に自由論題の分科会を開催します。奮ってご応募ください。 

（分科会報告の希望が多い場合には、9月 20 日（土）午前にも開催します。） 

 

１）分科会報告の申し込みは、学会のホームページ https://jsee.ecoedu.jp/ のリンクから、報

告者氏名・所属（複数の場合は全員）、連絡先（代表者のみ、電子メールアドレス、携帯電話

等の緊急連絡先電話番号）、報告論題、報告要旨（300 字程度）を入力し、2025 年 6 月 30 日

（月）までにお送りください。 

 

２）分科会報告の採否は 7月 13 日（日）に開催される理事会で決定してから、ご連絡します。 

申し込みが多数の場合、次回の全国大会または春季研究集会でのご報告をお願いする場合もあ

ります。 

 

３）分科会報告が採択された方は、報告要旨集の原稿（A4サイズ、図表も含めて 40 字×35 行、 

2 ページ以内）を作成して下さい。報告要旨は日本経済教育学会のホームページ 

https://jsee.ecoedu.jp/ のリンクからアップロードしてください。 

様式等は学会ホームページの執筆要項に合わせ、分科会の名称等を１行名に記載して、ページ 

番号、ヘッダー、フッター等は入れないでください。2ページという分量には、図表など一切 

を含みますので、ご注意ください。 

 

４）報告応募者は年会費を納入してください、新規に入会される場合には、報告申込時に年会 

費 5,000 円（65 歳以上は 2,500 円、大学生・大学院生は 2,000 円）の納入をお願いします。 

（共同報告の場合、報告者全員が会員であることが必要です。 

※教育実践において参加した生徒・学生がコメントをする場合には非会員で可。但し、研究業  

績となる成果・貢献をしている場合には、会員として報告してください。） 

 

５）大学生・大学院生による報告をまとめた分科会として開催する予定です。但し、報告の申込

件数が少ない場合には該当するテーマの分科会での発表となります。 

 

日本経済教育学会ホー

ムページの QR コード 
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《自由論題報告申込み》 締切：2025 年 6 月 30 日（月）必着 

＜重要・要確認＞ 分科会での報告の資格等について 

・報告者全員が日本経済教育学会の会員（大学生・大学院生を含む）であること。 

教育実践等で生徒・学生や民間企業等と一緒に取り組んだ場合には、非会員に関係者としてコ

メントして頂くことは構いません。会員である報告者の責任・判断にて依頼して下さい。（会員

の研究報告は研究業績となる学術的な意義のあるものですが、関係者のコメントはそのような位

置付けではないため、プログラムには発表者名のみ掲載します。関係者からのコメントがある場

合には、報告要旨に記入して下さい。   

研究者として応分の貢献があった方については本学会の会員になって頂き、研究業績となるよ

うにして下さい。） 

・報告する内容は経済（金融等の関連する分野を含む）に関する教育の内容や方法、評価等に関

する研究であること。 

学会での報告は学術研究の発展に寄与するためのものです。経済教育に関する新たな知見や普

及させるべき教育実践等、先行研究を踏まえて、それをどのように発展させているのか、オリジ

ナリティはどこにあるのかを明確にして報告して下さい。 

 

・分科会報告に基づいて学会誌『経済教育』に論考（論文）を投稿して頂いています。学会誌に

投稿できるのは会員に限りますので、分科会で発表する方も会員に限定しています。また、論考

に関しては、内容は経済（金融等の関連する分野を含む）に関する教育の内容や方法、評価等に

関する研究であり、経済教育に関する新たな知見や普及させるべき教育実践等について、先行研

究を踏まえて、それをどのように発展させているのか、オリジナリティはどこにあるのかを明確

にして執筆して下さい。 

 

※学会での研究報告や論文は研究業績となるものですので、学術研究の発展に寄与する内容であ

るかを十分に検討してご応募下さい。 

 

全国大会参加申込み 

2025 年 8月頃から参加申込みの受付を開始します。学会のホームページ 

https://jsee.ecoedu.jp/ のリンクからお申込みください。 

締切：2025 年 9 月 15 日（月）を予定しています。 

 

≪椙山女学園大学星が丘キャンパスへのアクセス≫ 

椙山女学園大学星が丘キャンパス現代マネジメント学部

棟（名古屋市千種区星が丘元町 17-3）〔名古屋市営地下

鉄東山線「星ヶ丘」駅 6 番出口より徒歩 5 分〕 
交通アクセス http://www.sugiyama-u.ac.jp/univ/access/  
（信号を渡らずに左へ曲がり、本学のエスカレーターに

お乗り下さい。） 
学内地図 http://www.sugiyama-.ac.jp/univ/campus/map/hosh
igaoka/ N の建物です。〔自家用車での来学はできませ

ん。公共交通機関をご利用ください〕 
＊ 昼食は、地下鉄星ヶ丘駅周辺にコンビニ、ならびに多

数の飲食店がございますので、適宜おとりください。

【名古屋駅】---名古屋市営地下鉄東山線 約 20 分---

【星ヶ丘駅】---徒歩約 5分---【星が丘キャンパス】 

≪宿泊施設≫ 

名古屋市営地下鉄東山線沿線、特に、名古屋、栄、伏見、新栄には多くの宿泊施設があります。宿泊施

設の数は限られますが千種、今池からが近いです。9月 20 日（土）・21日（日）・22 日（日）・23日

（火・祝）と連休であり、インバウンドも多いので、早めの予約をお勧めします。 

椙山女学園大学ホー

ムページの QR コード 
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日本経済教育学会第 41 回全国大会への出展の御案内 

（会員の皆様へ 皆様のお付き合いのある出版社等にご案内下さい。） 

 

 

 

 日本経済教育学会は経済や関連分野の教育の内容や方法に関する研究と経済教育の普及を図るために

活動しています。会員は小・中学校、高等学校、大学等の教員や教育関係者等です。 

 本年度の全国大会を 9月 20 日（土）・21日（日）に椙山女学園大学（名古屋市）で開催します。全

国大会当日に教科書や書籍・雑誌の展示販売コーナーを開設いたします。 

・小・中学校、高等学校の教科書 

・大学の授業で使用する教科書や専門書 

・アクティブラーニングのための教材 

・産学官連携の取組のための紹介 

等の展示・販売を希望される出版社等は下記のグーグルフォームから 8月 25日（月）までに申し込みく

ださい。 

 

https://forms.gle/4cioNrZQCrkSamgv6 
 
 

日程：現時点での予定です。全ての時間に展示・参加して頂く必要はなく、来場者の多い時間帯のみの

展示・参加でも結構です。 

第 1日（9月 20 日・土曜日）12時～18 時 

第 2日（9月 21 日・日曜日） 9時 30 分～16 時 

 

会場：椙山女学園大学 現代マネジメント学部棟 

展示スペース：１社につき机と椅子 5脚程度を想定しています。  

＜場イメージ写真＞ 

・机のレイアウトは変更します。 

・会場（教室）は変更する場合があります。 

  
 

出展料：無料（会場までの交通費、運搬費、その他の費用は各自でご負担ください。） 

 

搬入方法：書籍等の搬入は当日ご持参いただくか、宅配便にてお送り下さい。当日搬入される場合は自

動車での来場も可能です。宅配便は 9月 16 日（火）～19日(金)に届くようにお送りください。  

送付先：〒464-8662 名古屋市千種区星が丘元町 17-3 

椙山女学園大学 現代マネジメント学部 准教授 水野英雄研究室 宛 

TEL：052-781-4652  FAX：052-783-6732  E-mail：hmizuno@sugiyama-u.ac.jp 
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春季研究集会実施報告 

 

日本経済教育学会は、2025 年 3 月 8 日（土）に春季研究集会を流通科学大学にて開催いたしまし

た。当日は、会員および関係者 34 名にご参加いただき、盛況のうちに幕を閉じることができまし

た。また、研究集会後の懇親会にも 17 名の方にご参加いただきました。 
全体会では、冒頭に久井田直之氏による小講演「日本経済教育学会の現状と課題」が行われまし

た。学会の現状分析と今後の展望について示唆に富むご講演は、参加者にとって大変有意義な時間

となりました。 
その後、参加者は以下の 2 つの分科会に分かれ、計 7 件の研究報告が行われました。各会場で

は、活発な質疑応答や意見交換がなされ、充実した研究集会となりました。 
 
【分科会 A】（6301 教室） 司会：岩田順敬  

1. 岩田年浩、河岸厚彦、呉紅敏、深瀬澄、岩田順敬、成川颯真： 「国際化・情報化する現代経済教育」  
2. 本田知之、マリア・ポーラ・サリグンバ： 「都市住民への森林環境教育の効果の検証—外国人 

森林専門家による森林生態系サービスのコンテクスト学習を通じて」  
3. 井口裕貴、川西弘祐、河合慶治、坂内士聖、松岡知也、一色仙太郎、井上正登、河村涼平、 

井草剛： 「部活動が就職活動・大学生活満足度に与える影響 —松山大学学生に対するインタビュー

調査からの考察—」 
 
【分科会 B】（6302 教室） 司会：高橋桂子 

1. 河原和之： 「経済の視点で考察する中学近世史の授業」 
2. 小川健： 「再考：微積分を使わない新貿易理論の学部生向け練習問題」  
3. 炭谷英一： 「『こうべ』の消費者教育環境進展の半世紀ーJ-FLEC 時代の金融経済教育とは 

何か？」   
4. 高橋桂子： 「30 代未婚女性の投資行動に金融リテラシーが与える影響」  

 
【特別企画】ダイエー資料館見学「阪神・淡路大震災から 30 年。流通の 48 時間。神戸発の大手ス

ーパー『ダイエー』の歴史や企業マインド、貴重な資料に触れる」 
本企画は、阪神・淡路大震災から 30 年を迎えるにあたり、地域経済の復興と発展に貢献した

ダイエーの足跡を辿る貴重な機会となりました。参加者は、震災当時の状況や、そこから立ち

直った企業の精神に触れ、深い感銘を受けました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【研究集会開催責任者：川合宏之】 
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日本経済教育学会 メールマガジン掲載要領 

 

 

 

本メールマガジンに掲載される記事は、日本経済教育学会（以下、本学会）事務局から会員への 

お知らせのほか、会員からの情報提供を行うことが可能です。掲載を希望される場合は、以下に 

従いメールで事務局(jimukyoku@ecoedu.jp)まで掲載希望記事をお送りください。 

 

 

1. 掲載対象記事の要件 

本メールマガジンの掲載記事は、以下の①、②のいずれかの基準を満たすものとします。 

① 学会の目的に適合すること 

o 経済教育（経済学・経営学・会計学、商業・消費者教育等）に関する調査研究、教育実践、

制度に関する情報を提供するもの。 

o 会員の教育者・研究者としての力量向上や、社会全体の経済的教養水準の向上に寄与する

内容であること。 

② 会員にとって有益な情報を提供すること 

o 研究活動・教育活動に役立つ情報（学術的な論考、教育実践の紹介、研究会・セミナー等

の案内、教育に関する制度・政策情報など）。 

o 就職活動やキャリア形成に有益な情報（学会関連の求人情報、キャリア形成支援イベント

の案内など）。 

 

 

2. 掲載申請の手続き 

① 掲載希望記事の提出 

o 掲載希望日の遅くとも１週間前までに、以下の情報を添えて事務局へ提出すること。 

 記事のタイトル 

 掲載希望日 

 記事本文（500 字以内を推奨） 

 掲載者氏名・所属 

 連絡先（メールアドレス等） 

② 掲載可否の審査 

o 事務局が本基準に照らして内容を確認し、必要に応じて修正を依頼する場合がある。 

o 掲載可否の最終決定は事務局に一任されるものとする。 

 

 

3. その他 

 掲載された記事の著作権は原則として執筆者に帰属するが、学会の広報活動の一環として 

二次利用（学会 Web サイト等への転載）される場合がある。 

 本基準は必要に応じて改訂する。 

 

 
 
 
 
 
 

 



7 
 

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋ 

 
◆日本経済教育学理事会◆ 

 

日時：2025 年 3月 8 日（土）12時 00 分から

13 時 00 分 

場所：流通科学大学 講義棟Ⅵ棟 3F 

 

出席者 18名、委任状６通 

阿部信太郎，飯嶋香織，井草剛，奥田修一郎，

川合宏之，岸香おり，久井田直之，越田年彦，

佐藤大樹，高橋桂子，高橋勝也，土居拓務，徳
丸夏歌，新里泰孝，本田知之，水野英雄（12 時

15 分退席）、宮下春樹，渡辺伸子 

議長：久井田直之、書記：土居拓務 

 

【報告事項】 

１ 本日の春季研究集会について 

 本研究集会実行委員長の川合宏之理事から分科

会 Aと B の発表が行われ、特別企画としてダイエ

ー資料館の見学が予定されている旨の説明がされ

た。 

 

２ その他 

 久井田直之理事より学会誌『経済教育』の投稿

が 2月 20 日に締め切られ、来週編集委員会が開

催される予定のこと、昨年の国際シンポジウムの

内容が公開されており、今年はキムギョンボウ先

生に日韓の経済教育学会についての原稿執筆を依

頼する予定であることの報告がなされた。 

 

【決議事項】 

１ 2025 年度全国大会について 

 全国大会実行委員長の水野英雄理事より、全国

大会が 9月 20 日（土）・21 日（日）に椙山女学

園大学で開催されることが確定し、4月から分科

会の報告の募集をはじめること、中部地区は大学

が少なく理事が少ないため次年度開催校にも実行

委員として協力してもらいたいこと、分科会の報

告は経済教育に関する内容に限定すること、報告

要旨集の作成の効率化のために分科会の報告要旨

はアップロードされたものを個別にダウンロード

すること、次年度開催校と連携することで開催・

運営の効率化を目指すことが提案された。また、

高橋勝也理事より、シンポジウムのテーマは金融

経済教育推進機構の発足後の学校における金融経

済教育に焦点を当て、柔軟なテーマ設定を提案し

たいこと、韓国から研究者を招聘するにあたり大

幸財団の助成金を活用し、国際的な大会をアピー

ルしたい旨の提案がなされた。これら提案はいず

れも決議された。 

 

２ 2026 年春季研究集会の開催場所について 

 久井田直之理事より 2026 年度春季研究集会の

開催場所を 11月ころまでに決定する必要があ

り、関東や関西以外の場所も検討しているとの説

明があり、事務局で候補地が挙がり次第、再度話

し合うことで了承された。 

 

３ 2026 年度全国大会について 

 井草剛理事より 2026 年度全国大会の開催地と

して松山大学の提案があり、前向きに進めつつ、

来年度の理事会で再審議されることになった。ま

た、全国大会のノウハウを次年度の実行委員に継

承するプロセスが重要であるとの議論がなされ

た。 

 

４ 予算・決算の現状、会計運営について 

 宮下春樹理事から予算・決算状況について将来

シミュレーションが行われ、会費値上げの必要

性、ニューズレターや学会誌の電子化の検討等が

話し合われた。また、過去の財政危機の経験を踏

まえ、財政に関するチームを再編成し、今後の対

応を検討する必要性も議論された。 

 

５ ワーキングペーパー執筆規定について 

 飯嶋香織理事よりワーキングペーパーの投稿に

関する規定を見直し、誤字脱字の修正や掲載不可

の基準を明確にする必要性、掲載後の修正依頼が

ある場合の方針が提案、日本語以外での投稿の可

否が指摘され、後に規約（案）を理事会内に送付

して、オンライン上で決議を採ることに決まっ

た。 

ワーキングペーパー委員会が掲載不可の判断を

行うが、判断に迷う場合は最終的に理事会で検討

することが提案され了承された。また、土居拓務

理事からワーキングペーパー委員に 2名追加（土

居拓務理事、本田知之理事）の提案がされた。構

成員は何名か、任期は何年かなど委員については

今後事務局中心に検討することとなった。 

 

６ ニューズレターの発刊について 

 久井田直之理事より、ニューズレターを PDF 形

式で継続発刊することが提案され、理事会で承認

を得た（ただし、永続的に PDF 形式で発刊を続け

ることについては一部保留）。 

 

７ メールマガジンの配信窓口・配信基準につい

て 

 本田知之理事より、メールマガジンの配信基準

として、学会の目的に沿った内容であることや、

2週間前までに案を提出することが提案された。
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メルマガ配信の規定について、後ほど事務局から

案を提示して、理事から意見を募り決定すること

で了承された。 

 

８ 学会名の変更に伴う各規約の変更について 

 久井田直之理事から、学会名を「日本経済教育

学会」に変更することに伴い、規約やホームペー

ジの変更が必要である旨の指摘がなされた。規

約、HP も変更することへの再確認がなされ、了

承された。銀行口座名義についてはこのままで支

障ないとの銀行の回答があったため変更無しでい

く。 

 

 

９ その他 

 土居拓務理事から全国大会で発表していない場

合、論考の投稿は受け付けないというルールが明

文化されていないため、ホームページに記載する

必要があると提案。久井田直之理事より、論考に

は査読あり・なしの二種類があり、査読なしの論

考は全国大会で発表した場合のみ受け付けるとい

うルールがあるとの説明がされ、来週の編集委員

会で議論することで決定した。 

 

文責：土居拓務 

 
＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋ 

 

  

 

 

メルマガ登録のお願い 
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